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周産期医療と救急医療の確保と連携に関する懇談会  

開催要綱  

圧二二二重画   

現在、周産期の救急医療体制の充実が全国的に非常に重要になって   
いることから、妊産婦が安心して子供を産み・育てることができるよ   
う、早急に対策を講ずる必要がある。このため、周産期の救急医療体   
制の強化が図られるよう、周産期医療と救急医療の確保と連携の在り   
方について検討する。  

2．検討事項  

（1）周産期医療と救急医療の確保の在り方  

（2）周産期医療と救急医療の連携の基本的枠組み  

（3）その他  

3．構成員  

厚生労働大臣及び構成員（別紙）で構成する。  

－A．…垂盲  

（1）本会議の庶務は、厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課  

と協力しつつ、同省医政局指導課で行う。   
（2）議事は公開とする。  

（3）本懇談会の構成員については、厚生労働大臣が招集する。  

5．検討スケジュール  

12月中を目途に取りまとめ予定。   



（別紙）  

構成員名簿  

阿真 京子  「知ろう！小児医療 守ろう！子ども達」の会 代表  

有賀   徹  昭和大学医学部救急医学講座 主任教授  

池田 智明  国立循環器病センター周産期科 部長  

海野 信也  北里大学医学部産婦人科学 教授  

大野 泰正  大野レディースクリニック 院長  

岡井   昭和大学医学部産婦人科学教室 主任教授  

嘉山 孝正  山形大学 医学部長  

青梅市立総合病院 救命救急センター長  川上 正人  

杉本   大阪大学医学部救急医学 教授  

田村 正徳  埼玉医科大学総合医療センター総合周産期母子医療センター長  

藤村 正哲  大阪府立母子保健総合医療センター  総長  

横田順一郎  市立堺病院 副院長  

（敬称略、五十音順）  
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東京都における妊婦死亡事案と対応について  

1．事案の概要   

※「母体搬送事案に関する経過について」（10月22日東京都報道発表資料）より   

（1）事案の経過  

010月4日（土）、地元産婦人科（江東区）によると、同産婦人科にか   

かっていた患者の転院搬送に関し、同産婦人科が19時頃から、都立墨東   

病院を含め8医療機関に連絡したが、受入可能な病院が見つからず、都   

立墨東病院に再度要請したとのこと。   

○ 都立墨東病院における対応は、以下のとおり。  

10月4日（土）   

19：00頃 地元産婦人科医師より、「母体搬送の受入れ可否」の問合せ  

あり。当直医師が「土日は基本的に母体搬送を受け入れて  

いない」と回答。他の周産期センターに依頼した方が迅速  

かつ適切に対応できるとの判断から、受入可能な医療機関  

名を伝達。   

19：45頃 再度、地元産婦人科医師より母体搬送依頼あり。  

※ 他医療機関の受入れが困難だったと聞いたこと、下痢、  

嘔吐、頭痛等の症状が増悪している状況のため、バック  

アップの産科部長に緊急登院を要請  

地元産婦人科へ母体搬送受入可能と連絡  

救急車で墨東病院到着（救急車内で意識レベル低下）  

脳卒中が疑われたため、脳外科当直医が対応  

帝王切開術により児娩出  

※ 児の救命のため先行（御家族同意）   

20：00頃  

20：18  

20：30頃  

21：41  

22：24  頭部の血腫除去手術を開始   

10月5日（日）   

1：28  頭部手術終了   

10月7日（火）  

20：31  死亡確認（直接死因 脳出血）   



（2）働）の現状  
0 6月30日にシニアレジデントが1名退職したことから、毎日当直体制   

の維持が困難となり、7月1日から土日当直が1名体制となった。  

○ このため、7月1日から土日の救急受入れを制限することにした。こ   

れに際しては、都内周産期センターに十分説明し、協力を依頼するとと   

もに、すみだ・江東区・江戸川区産婦人科医会及び会員に対し、周知を   

行った。  

2．対応   

（1）実態手巴握  

・ 医療機関等に対する実地調査  

厚生労働省と東京都において、都立墨東病院等に対する実地調査を行  

い、今回の事案の事実確認、救急医療受入体制等についてヒアリング   

【10月24日～31日 以下に対してヒアリングを実施】  

都立墨東病院、江戸川区医師会、慶応義塾大学病院、順天堂大学医学部附  

属順天堂医院、日本赤十字社医療センター、東京慈恵会医科大学附属青戸病  

院、日本大学医学部附属板橋病院、東京慈恵会医科大学附属病院、東京大学  

医学部附属病院、かかりつけ産婦人科医院   

・ 周産期母子医療センターに対する緊急アンケート調査  

全国の周産期母子医療センターに対し、医師数、医師の当直体制等に  

ついてアンケート調査  

（2）当面の対応  

・以下の事項に関する改善等を都道府県に要請（10月27日付け医政局指   

導課長・雇児局母子保健課長連名通知）   

① 周産期母子医療センターの運用   

② 周産期救急情報システム及び救急医療情報システムの運用   

③ 周産期医療体制の確保  

（3）今後の対応（実態把握等を踏まえ対応）  

・救急医療と産科・周産期医療の連携  

・ 産科医の確保  

f・   




